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確率論的リスク評価（ＰＲＡ）・有効性評価について



1
審査の流れ（プラント関係（重大事故対策））

・「重大事故対策」は，主に福島第一の事故後に新たに配備・設置した設備や手

順が有効に機能するかが審査される。
代表例：送水車，高圧発電機車などの可搬式設備

フィルタ付ベント設備
緊急時対策所

特有な事故シー
ケンスを抽出

②-2重大事故対策設備
（フィルタ付ベント設備等）

確率論的リスク
評価
（内部事象）

確率論的リスク
評価
（外部事象）

事故シーケンス
評価 有効性評価

重大事故対策を
考慮しての評価

重大事故対策を
考慮せず評価

基準適合
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１．確率論的リスク評価（内部事象）
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１－１．内部事象出力運転時レベル１ＰＲＡ
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起因事象グループ
発生頻度

（／炉年）
発生頻度の評価方法

過渡事象

2.9E-01 • 国内ＢＷＲ実績データ（平成24年３月末時点）
• 逃がし安全弁誤開放は発生経験がないため0.5回の発生を仮定

非隔離事象（発電機負荷遮断など）
隔離事象（主蒸気隔離弁の閉鎖など）
全給水喪失
水位低下事象（給水ポンプ停止など）
原子炉保護系誤動作等（制御棒引抜など）
逃がし安全弁誤開放

外部電源喪失 3.8E-03 • 国内ＢＷＲ実績データ（平成24年３月末時点）
手動停止／サポート系喪失

1.7

• 国内ＢＷＲ実績データ（平成24年３月末時点）
• サポート系喪失は１系統の喪失とし，発生実績がないため0.5回
の発生を仮定

手動停止（通常停止を含む）
サポート系喪失（交流電源故障）
サポート系喪失（直流電源故障）
サポート系喪失（補機冷却系故障）
サポート系喪失（タービンサポート系故障）

原子炉冷却材喪失（ＬＯＣＡ）

5.2E-04 • ＮＵＲＥＧ－1829及びＮＵＲＥＧ／ＣＲ－5750のデータに基づき原
子炉冷却材喪失（ＬＯＣＡ）の発生頻度を算出

大ＬＯＣＡ
中ＬＯＣＡ
小ＬＯＣＡ

インターフェイスシステムＬＯＣＡ 3.0E-11 • 隔離弁の故障などにより低圧設計配管が破損する頻度を算出

起因事象の選定と発生頻度の評価

 評価対象外とした起因事象
●原子炉冷却材流量の部分喪失（再循環ポンプ１台トリップ） ●燃料集合体の落下事象
●制御棒落下 ● 放射性気体廃棄物処理施設の破損 ●主蒸気管破断
●原子炉圧力容器破損 ●計装用圧縮空気系故障

 評価対象とした起因事象と発生頻度
選定した起因事象について，事故シナリオの展開が類似しており，同一の緩和機能が必要とされるグループに
分類し，さらに，必要とされる緩和設備等が類似しており，同一のイベントツリー及びフォールトツリーを用いる
ことのできる範囲までグループ化した。



5事故シーケンスの分析（例）

過渡事象 原子炉停止
圧力バウンダリ
健全性

高圧炉心
冷却

原子炉減圧
低圧炉心
冷却

崩壊熱除去 事故シーケンス 事故シーケンスグループ

炉心損傷なし 炉心損傷なし

過渡事象＋崩壊熱除去失敗 崩壊熱除去機能喪失

炉心損傷なし 炉心損傷なし

過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋崩壊熱除去失敗 崩壊熱除去機能喪失

過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗 高圧・低圧注水機能喪失

過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗 高圧注水・減圧機能喪失

炉心損傷なし 炉心損傷なし

過渡事象＋圧力バウンダリ健全性失敗＋崩壊熱除
去失敗

崩壊熱除去機能喪失

炉心損傷なし 炉心損傷なし

過渡事象＋圧力バウンダリ健全性失敗＋高圧炉心
冷却失敗＋崩壊熱除去機能失敗

崩壊熱除去機能喪失

過渡事象＋圧力バウンダリ健全性失敗＋高圧炉心
冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗

高圧・低圧注水機能喪失

過渡事象＋原子炉停止失敗 原子炉停止機能喪失

 選定した起因事象ごとに，成功基準を基に，事象の進展や機能の相互関係を考慮してイベント
ツリーを作成し，炉心損傷に至る事故シーケンスを網羅的に抽出した。

＜過渡事象＞



6事故シーケンスの定量化（１／２）

炉心損傷頻度の算出に用いた方法
 本評価では，ＷｉｎＮＵＰＲＡ※を使用し，フォールトツリー結合法による定量化を行った。また，炉心損傷状
態については，事故シーケンスを機能喪失の要因の観点から区別するために「事故シーケンスグループ」
に分類した。

冷却材喪失
（LOCA）

原子炉停止
高圧炉心冷

却
原子炉減圧

低圧炉心冷
却

崩壊熱除去 事故シーケンス
事故シーケンス
グループ

炉心損傷なし 炉心損傷なし

冷却材喪失（ＬＯＣＡ）＋崩壊熱除去失敗 崩壊熱除去機能喪失

炉心損傷なし 炉心損傷なし

冷却材喪失（ＬＯＣＡ）＋高圧炉心冷却失敗
＋崩壊熱除去失敗

崩壊熱除去機能喪失

冷却材喪失（ＬＯＣＡ）＋高圧炉心冷却失敗
＋低圧炉心冷却失敗

ＬＯＣＡ時注水機能喪
失

冷却材喪失（ＬＯＣＡ）＋高圧炉心冷却失敗
＋原子炉減圧失敗

ＬＯＣＡ時注水機能喪
失

冷却材喪失（ＬＯＣＡ）＋原子炉停止失敗 原子炉停止機能喪失

起因事象 発生頻度（／炉年）

過渡事象 2.9E-01

外部電源喪失 3.8E-03

手動停止／サポート系喪失 1.7

原子炉冷却材喪失（LOCA） 5.2E-04

インターフェイスシステムLOCA 3.0E-11

高圧炉心冷却機能喪失

原子炉隔離時冷却系

原子炉隔離
時 冷 却 系
機 能 喪 失

高圧炉心スプレイ系

高圧炉心スプレイ系機能喪失

高圧炉心スプレイ系
ポ ン プ 故 障

人的過誤そ の 他
機 器 故 障

・弁開閉失敗
・共通要因故障
など

・運転員操作過誤
など

フォールトツリーのイメージ

イベントツリー（例）

サポート系
機能喪失

ポンプ
継続運転
失敗

ポンプ
起動
失敗

高圧炉心
スプレイ系
機能喪失

サポート系
機能喪失

※ＰＲＡの解析支援ツール



7事故シーケンスの定量化（２／２）

起因事象別の炉心損傷頻度
 事故シーケンスの定量化を行った結果，全炉心損傷頻度は6.0E-06／炉年となる。
 起因事象別の炉心損傷頻度（ＣＤＦ）への寄与割合では，「過渡事象」が74％と支配的となる。
 起因事象発生頻度は「手動停止／サポート系喪失」が最大となるが，起因事象別のＣＤＦへ
の寄与割合は，常用系の緩和機能を期待しない「過渡事象」が最大となる。

過渡事象 74％

外部電源喪失 ９％

手動停止／
サポート系喪失 17％

インターフェイスシステムＬＯＣＡ <0.1％

原子炉冷却材喪失 0.2％

図 起因事象別の寄与割合

起因事象
起因事象

（／炉年）

ＣＤＦ

（／炉年）
寄与割合
（％）

過渡事象 2.9E-01 4.4E-06 74

手動停止／サポート系喪失 1.7 1.0E-06 17

外部電源喪失 3.8E-03 5.1E-07 ９

原子炉冷却材喪失（ＬＯＣＡ） 5.2E-04 9.3E-09 0.2

インターフェイスシステムＬＯＣＡ 3.0E-11 3.0E-11 <0.1

合計 6.0E-06 100

表 起因事象別の炉心損傷頻度
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１－２．停止時ＰＲＡ



9プラント状態の分類（１／２）

ＰＲＡの評価対象 出力運転時 停止時 出力運転時

プラント状態（ＰＯＳ） － Ｓ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ －

5000
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0 0
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5

0

300

200

100

冷
却
材
温
度

[℃]

原
子
炉
圧
力

[ＭＰａ]

原
子
炉
内
保
有
水
量

（約280℃）

（約6.9ＭＰａ)

通常水位（約280ｍ３）

原子炉ウェル満水（約3500ｍ３）

（約50℃）

（約０ＭＰａ)

ＲＰＶ漏洩試験

（約6.9ＭＰａ）

ＲＰＶ開放 ＲＰＶ閉鎖 起動準備

制御棒引抜開始

並列解
列復水器真空破壊

原子炉水位

原子炉圧力

冷却材温度

[ｍ3]

（約280℃）

（約6.9ＭＰａ）

通常水位（約280ｍ３）

評価対象期間の設定
 評価対象期間は，日本原子力学会標準を参考に，起因事象及び緩和設備の状態が大きく
変化することを考慮し，原子炉停止過程における「復水器真空破壊」の時点から，原子炉
起動過程における「制御棒引抜開始」の時点までの期間とした。



10プラント状態の分類（２／２）

 プラント状態の分類結果

プラント状態（ＰＯＳ）

事象区分Ｓ 原子炉冷温停止への移行状態

事象区分Ａ 原子炉格納容器／圧力容器開放への移行状態

事象区分Ｂ－１ 原子炉ウェル満水１（ＣＷＴ，ＦＭＷ，Ｄ/Ｇ－Ａ)

事象区分Ｂ－２ 原子炉ウェル満水２（ＦＰＣ，ＣＷＴ，ＦＭＷ，Ｄ/Ｇ－Ａ)

事象区分Ｂ－３ 原子炉ウェル満水３（ＦＰＣ，ＣＷＴ，ＦＭＷ，Ｄ/Ｇ－Ｂ)

事象区分Ｂ－４ 原子炉ウェル満水４（ＦＰＣ，ＣＵＷ，ＣＷＴ，ＦＭＷ，Ｄ/Ｇ－Ｂ)

事象区分Ｃ 原子炉格納容器／圧力容器閉鎖への移行状態

事象区分Ｄ 起動準備状態

（注）保守点検に伴う使用可能な設備の組合せにより，事象区分Ｂを事象区分Ｂ－１～４に詳細に分類

FPC：燃料プール冷却系 CWT：復水輸送系
FMW：燃料プール補給水系 CUW：原子炉浄化系
D/G：非常用ディーゼル発電機

 プラント状態（ＰＯＳ）の分類
 プラント状態の変化に伴って崩壊熱除去などに対する成功基準，余裕時間，及び使用可能
な設備の組合せが変化することを考慮し，定期検査工程をプラント状態（POS）に分類して評
価を行う。



11起因事象の選定及び発生頻度の評価

起因事象 ＰＯＳ 発生頻度 備考

崩壊熱除去機能喪失 １）崩壊熱除去機能喪失における残留熱除去系機能喪失のうち，
フロントライン系機能喪失は，実績データに基づき算出。また，
サポートライン系機能喪失は，発生経験がないため0.5件を仮定

２）外部電源喪失は，実績データに基づき算出

３）崩壊熱除去機能喪失及び外部電源喪失の単位は（／日），
原子炉冷却材の流出の単位は（／定期検査）

・残留熱除去系（フロントライン系）
機能喪失

全ＰＯＳ 4.8E-05

・残留熱除去系（サポートライン系）
機能喪失

全ＰＯＳ 6.0E-06

外部電源喪失 全ＰＯＳ 2.2E-05
原子炉冷却材の流出

・残留熱除去系切替時 Ｂ－３ 1.9E-05
・制御棒駆動機構点検時 Ｂ－２ 6.5E-07
・局部出力領域モニタ交換時 Ｂ－２ 3.7E-07
・原子炉浄化系ブロー時 Ｃ 1.3E-04

対象外とした起因事象
 配管破断ＬＯＣＡ
 燃料集合体の落下
 残留熱除去系運転中の冷却材流出
 インターフェイスシステムＬＯＣＡ
 反応度の誤投入
 燃料プール冷却系及び原子炉浄化系の機能喪失

対象とする起因事象と発生頻度



12事故シーケンスの分析

原子炉冷却材の流出 崩壊熱除去・炉心冷却 事故シーケンス
事故シーケンス

グループ

燃料損傷なし 燃料損傷なし

原子炉冷却材の流出

＋原子炉崩壊熱除

去・炉心冷却失敗

原子炉冷却材

の流出

崩壊熱除去機能喪失 崩壊熱除去・炉心冷却 事故シーケンス
事故シーケンス

グループ

燃料損傷なし 燃料損傷なし

崩壊熱除去機能喪失

＋崩壊熱除去・炉心冷

却失敗

崩壊熱除去機

能喪失

外部電源

喪失
直流電源 交流電源

崩壊熱除去・

炉心冷却
事故シーケンス

事故シーケンス

グループ

燃料損傷なし 燃料損傷なし

外部電源喪失＋崩壊熱

除去・炉心冷却失敗

崩壊熱除去機

能喪失

外部電源喪失＋交流電

源喪失

全交流動力電

源喪失

外部電源喪失＋直流電

源喪失

全交流動力電

源喪失

燃料損傷に至ることを防止するための緩和手段の組合せ等をイベントツリーで分析し，燃料損傷
に至る事故シーケンスを抽出した。

抽出された事故シーケンスについて，起因事象や緩和機能の作動状態等から，事故シーケンスグ
ループに類型化した。

＜崩壊熱除去機能喪失＞ ＜外部電源喪失＞

＜原子炉冷却材の流出＞



13事故シーケンスの定量化

 起因事象別の燃料損傷頻度
●事故シーケンスの定量化を行った結果，全燃料損傷頻度は6.0E-06／定期検査となる。
● 起因事象別の燃料損傷頻度への寄与割合では，「外部電源喪失」が約100％となる。

起因事象
燃料損傷頻度
（／定期検査）

寄与割合
（％）

崩壊熱除去機能喪失 3.7E-11 <0.1

外部電源喪失 6.0E-06 約100

原子炉冷却材の流出 2.1E̶10 <0.1

合計 6.0E-06 100

図 起因事象別の寄与割合

表 起因事象別の燃料損傷頻度

外部電源喪失
約100%

原子炉冷却材の流出 <0.1％崩壊熱除去機能喪失 <0.1％

 燃料損傷頻度の算出に用いた方法
 内部事象出力運転時レベル１ＰＲＡで用いた手法で評価



14

１－３．内部事象出力運転時レベル1.5ＰＲＡ



15プラント損傷状態の分類及び発生頻度の定量化（１／２）

 内部事象出力運転時レベル１ＰＲＡの結果により抽出された，炉心損傷に至る事故シーケンスグ
ループは以下のとおり。

炉心損傷に至る事故シーケンスグループ 略号

高圧・低圧注水機能喪失 ＴＱＵＶ

高圧注水・減圧機能喪失 ＴＱＵＸ

全交流動力
電源喪失

外部電源喪失時，非常用ディーゼル発電機２台機能喪失，高圧炉心スプレイ系
機能喪失及びバッテリー枯渇に伴う原子炉隔離時冷却系機能喪失

ＴＢ

長期ＴＢ

外部電源喪失時，非常用ディーゼル発電機２台機能喪失，高圧炉心スプレイ系
機能喪失及び原子炉隔離時冷却系機能喪失

ＴＢＵ

外部電源喪失時，非常用ディーゼル発電機２台機能喪失，高圧炉心スプレイ系
機能喪失及び逃がし安全弁再閉失敗による原子炉隔離時冷却系機能喪失

ＴＢＰ

外部電源喪失時，バッテリーの故障による非常用ディーゼル発電機２台の起動
失敗，高圧炉心スプレイ系機能喪失及び原子炉隔離時冷却系機能喪失

ＴＢＤ

崩壊熱除去機能喪失 ＴＷ

原子炉停止機能喪失 ＴＣ

ＬＯＣＡ時注水
機能喪失

大口径配管破断時注水機能喪失（大ＬＯＣＡ）

ＬＯＣＡ

ＡＥ

中口径配管破断時注水機能喪失（中ＬＯＣＡ） Ｓ１Ｅ

小口径配管破断時注水機能喪失（小ＬＯＣＡ） Ｓ２Ｅ

格納容器バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ） ＩＳＬＯＣＡ

表 炉心損傷に至る事故シーケンスグループ



16プラント損傷状態の分類及び発生頻度の定量化（２／２）

 炉心損傷に至る事故シーケンスグループを，内部事象出力運転時レベル1.5ＰＲＡの起点とする
プラント損傷状態（ＰＤＳ）に分類した。分類にあたっては，格納容器破損に至る事象進展に影響
する格納容器破損時期，原子炉圧力，炉心損傷時期及び電源確保の観点を考慮した。
 大・中・小ＬＯＣＡは，圧力容器破損後の挙動として影響が大きい大ＬＯＣＡで包絡させ，ＰＤＳはＬＯＣＡと
してまとめる。

 ＴＱＵＶ及びＬＯＣＡは，同一のＰＤＳに分類されているが，ＬＯＣＡは原子炉冷却材圧力バウンダリが損傷
しており，事故進展が異なるため，異なるＰＤＳとする。
炉心損傷事故

シーケンスグループ

格納容器

破損時期
原子炉圧力

炉心損傷

時期
電源確保

プラント損傷状態

（ＰＤＳ）

後期 ・ＴＷ

ＴＷ

炉心損傷前

ＴＷ

ＴＣ 早期 ・ＴＣ

ＩＳＬＯＣＡ ＴＣ ・ＩＳＬＯＣＡ

ＩＳＬＯＣＡ

ＴＱＵＸ

ＴＱＵＶ 後期 ・長期ＴＢ

ＡＥ 長期ＴＢ

Ｓ１Ｅ 高圧

Ｓ２Ｅ ＴＱＵＸ 電源確保 ・ＴＱＵＸ

長期ＴＢ，ＴＢＤ， ＴＢＵ ＴＱＵＸ
ＴＢＵ，ＴＢＰ ＴＢＤ

ＴＷ 炉心損傷後 長期ＴＢ 早期 ＤＣ電源確保，ＡＣ電源復旧必要 ・ＴＢＵ

ＴＣ ＴＱＵＸ ＴＱＵＸ ＴＢＵ

ＩＳＬＯＣＡ ＴＱＵＶ ＴＢＵ

ＡＥ ＴＢＤ ＤＣ電源復旧必要 ・ＴＢＤ

Ｓ１Ｅ ＴＢＤ

Ｓ２Ｅ

ＴＢＵ 電源確保 ・ＴＱＵＶ

ＴＢＰ ＴＱＵＶ ・ＬＯＣＡ

ＴＢＤ 低圧 ＡＥ,Ｓ１Ｅ,Ｓ２Ｅ （ＡＥ,Ｓ１Ｅ,Ｓ２Ｅ）

長期ＴＢ ＴＱＵＶ

ＡＥ,Ｓ１Ｅ,Ｓ２Ｅ 電源復旧必要 ・ＴＢＰ

ＴＢＰ ＴＢＰ

格納容器
先行破損



17格納容器破損モードの設定（１／２）

格納容器破損モード分類の考え方
格納容器破損に至る事象は，原子炉圧力容器内の事象から原子炉圧力容器破損を経て格納容器内の事象に
進展することから，原子炉圧力容器破損に注目して３つ（圧力容器破損前，破損直後，破損後）の事象進展
フェーズを設定し，各事象進展フェーズで発生する負荷の種類（静的圧力荷重，熱荷重，動的圧力荷重等）から，格納
容器破損モードを抽出した。
また，水素燃焼についても格納容器破損モードとして考えられる。

ＴＱＵＶ
ＴＱＵＸ
長期ＴＢ
ＴＢＰ
ＴＢＵ
ＴＢＤ
ＬＯＣＡ

炉心損傷
ＲＰＶ下部への

炉心デブリ落下

ＲＰＶ

破損

水蒸気爆発

（ＦＣＩ）

格納容器雰囲気
直接加熱

（ＤＣＨ）

炉心デブリによ

るＰＣＶバウン

ダリ溶融侵食

ＰＣＶ破損

（ＤＣＨ）

ＰＣＶ破損

（ＦＣＩ）

ＰＣＶ破損

（直接接触）※

ＴＷ

ＴＣ

ＩＳＬＯＣＡ
原子炉建物へ

の放出継続
炉心損傷

ＦＰ放出

蒸気による

加圧

ＰＣＶ早期

過圧破損

蒸気による

加圧

ＰＣＶ

過圧破損
炉心損傷

ＦＰ放出

ＰＣＶ破損
（ＭＣＣＩ）

ＰＣＶ破損

（過圧）

炉心デブリ

冷却成功

ＭＣＣＩ継続

水蒸気
（崩壊熱）

による昇圧

雰囲気の

昇温

格納容器

隔離失敗

原子炉圧力容器破損前（Ｔ１） 原子炉圧力容器破損直後（Ｔ２） 原子炉圧力容器破損後（Ｔ３）

この他，フェーズの特定は困難
だが，水素燃焼※も考えられる

※定性的な分析により内部事象出力運転時
レベル1.5ＰＲＡでは評価対象外としている

ＰＣＶ破損
（過温）

ＲＰＶ：原子炉圧力容器
ＰＣＶ：原子炉格納容器
ＦＣＩ：溶融燃料－冷却材相互作用
ＤＣＨ：格納容器雰囲気直接加熱
ＭＣＣＩ：溶融炉心・コンクリート相互作用

：ＰＣＶ破損を示す
（ ）内はＰＣＶ破損モード

ＰＣＶ破損

（炉内ＦＣＩ※）



18格納容器破損モードの設定（２／２）

 選定した格納容器破損モード

格納容器の状態 格納容器破損モード 概要

格納容器健全
圧力容器内で事故収束 圧力容器が健全に維持されて事故が収束

格納容器内で事故収束 格納容器が健全に維持されて事故が収束

格納容器バイパス
インターフェイスシステムＬＯＣＡ インターフェイスシステムＬＯＣＡ後の炉心損傷を伴う格納容器バイパス

格納容器隔離失敗 事故後に格納容器の隔離失敗

格納容器
先行破損

早期過圧破損（未臨界確保失敗時の過圧）
原子炉停止に失敗し，水蒸気の蓄積によって格納容器が加圧され早
期に破損に至る

雰囲気圧力・温度による
静的負荷 （格納容器
過圧破損）

過圧破損
（崩壊熱除去失敗）

炉心への注水に成功するものの崩壊熱除去に失敗，水蒸気の蓄積
によって格納容器が加圧され，事故後後期に格納容器破損に至る

炉心損傷後の
格納容器破損

溶融炉心・コンクリート相互作用（ＭＣＣＩ）
ペデスタルに落下したデブリの冷却に失敗し，ペデスタル壁が侵食さ

れ続けた結果，原子炉圧力容器支持機能が喪失し格納容器の破損に
至る

水蒸気爆発（ＦＣＩ） 格納容器内での水蒸気爆発又は水蒸気スパイクで格納容器が破損

格納容器雰囲気直接加熱（ＤＣＨ） 格納容器雰囲気直接加熱で格納容器が破損

雰囲気圧力・温度による
静的負荷（格納容器
過圧・過温破損）

過温破損 格納容器貫通部，フランジシール部等が過温で破損

過圧破損 水蒸気・非凝縮性ガス蓄積による過圧で格納容器が破損

 除外した格納容器破損モード
 原子炉圧力容器内での水蒸気爆発（炉内ＦＣＩ）
 水素燃焼
 格納容器直接接触

格
納
容
器
物
理
的
破
損



19事故シーケンスの分析（例）

 格納容器イベントツリー
各ＰＤＳを起点として，各事象進展フェーズにおける緩和機能や物理化学現象を考慮して，格納
容器イベントツリーを構築した。格納容器破損モードは，格納容器イベントツリーの終状態とした。

プラント

損傷状態

格納容器

隔離

圧力容器

破損前（Ｔ１）

圧力容器

破損直後（Ｔ２）
最終状態に対応する

格納容器破損モード原子炉

減圧

圧力容器

注水

圧力容器

破損
FCI DCH

無
後続事象（圧力容器健全）へ

成功

無
後続事象（圧力容器破損）へ

成功 有

有
ＦＣＩ

成功

無
後続事象（圧力容器破損）へ

失敗

有
ＦＣＩ

無
後続事象（圧力容器破損）へ

無

失敗 有
ＤＣＨ

有
ＦＣＩ

失敗
格納容器隔離失敗

 圧力容器破損前（Ｔ１）
炉心損傷後，非常用炉心冷却系の状態に

よっては，生じたデブリが原子炉圧力容器
内で冷却されないため，原子炉圧力容器
破損に至るシナリオがある。

 圧力容器破損直後（Ｔ２）
原子炉圧力容器が破損すると，デブリは
格納容器内に移動する。原子炉圧力容器

内の圧力が高く，デブリが激しく放出される
場合には，ＤＣＨが発生し，格納容器破損に
至るシナリオがある。
また，格納容器へ流出したデブリとペデス

タル内の水が接触するとＦＣＩが発生し格納
容器破損に至るシナリオがある。

＜圧力容器破損前(T１)及び圧力容器破損直後(T２)＞



20格納容器破損頻度の定量化

ＰＤＳ別の格納容器破損頻度
 格納容器破損頻度（ＣＦＦ）の定量化を行った結果，全ＣＦＦは5.9E-06／炉年となる。
 ＰＤＳ別のＣＦＦへの寄与割合では，「崩壊熱除去機能喪失（ＴＷ）」が約100％となる。これは，手動停止時
を除いて，格納容器からの除熱機能として残留熱除去系のみ期待していることによる。

図 ＰＤＳ別の寄与割合

ＴＱＵＸ <0.1％

ＴＱＵＶ <0.1％

長期ＴＢ <0.1％

ＴＢＵ <0.1％

ＴＢＰ <0.1％

ＴＣ <0.1％

ＬＯＣＡ <0.1％

ＴＷ 約100％

プラント損傷状態
格納容器破損頻度
（／炉年）

寄与割合
（％）

ＴＱＵＶ 7.3E-10 <0.1

ＴＱＵＸ 2.6E-10 <0.1

長期ＴＢ 2.6E-09 <0.1

ＴＢＵ 1.1E-11 <0.1

ＴＢＰ 8.0E-12 <0.1

ＴＢＤ 3.7E-12 <0.1

ＴＷ 5.9E-06 約100

ＴＣ 6.4E-10 <0.1

ＬＯＣＡ 3.3E-13 <0.1

ＩＳＬＯＣＡ 3.0E-11 <0.1

合計 5.9E-06 100

表 PDS別の格納容器破損頻度

ＩＳＬＯＣＡ <0.1％

ＴＢＤ <0.1％
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２．確率論的リスク評価（外部事象）
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２－１．地震ＰＲＡ
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プラント情報の収集・分析と事故シナリオの概括的分析

• プラント関連情報の収集・分析
• プラントウォークダウンの実施

• 事故シナリオの概括的分析・設定

事故シーケンス評価建物・機器フラジリティ評価

地震動強さ

累
積
損
傷
確
率

対象となる機器の設置位置の
情報等をもとに，任意の地震動
強さに対する建物・機器の条件
付損傷確率を評価

必要な安全機能等の組み合わせをイベントツ
リーによりモデル化し，確率論的地震ハザード
および建物・機器フラジリティ評価結果を入力
データとして用いた事故シーケンス評価を行う
ことで，炉心損傷に至る頻度を評価

収集・分析したプラント関連情報およびプラントウォークダウンの結果を用いて，重要
な機器の直接的・間接的な損傷などを考慮した広範な事故シナリオの分析およびス
クリーニングを行い，評価対象となる建物・機器を選定

地震ＰＲＡの評価フロー

地震動強さ

年
超
過
確
率

確率論的地震ハザード評価

敷地周辺における震源モデルを
設定し，震源・地震動伝播の不確
かさを考慮して作成したロジックツ
リーに基づき，地震動強さ毎の年
超過確率を評価

５%
50%

95%
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「原子力発電所の地震を起因とした確率論的安全評価実施基準：2007」を踏まえて，
以下の評価フローに示す手順により，確率論的地震ハザード評価を実施した。

震源モデルについては，「特定震源モデル」及び「領域震源モデル」に大別して評価
した。

図 地震ハザード評価フロー

確率論的地震ハザード評価（１／３）

震源モデルの設定
（特定震源モデル，領域震源モデル）

地震動伝播モデルの設定

ロジックツリーの作成

地震ハザード曲線の算定
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年
超
過
確
率

最大加速度（G）

[周期：0.02秒]

0.0 0.4 0.8 1.2 1.6 2.0
10-10

10-8

10-6

10-4

10-2

100

加速度区分 地震発生頻度（／年）

0.0G～0.2G 1.3E-02

0.2G～0.4G 2.9E-04

0.4G～0.6G 8.9E-05

0.6G～0.8G 8.6E-06

0.8G～1.0G 6.2E-07

1.0G～1.2G 1.8E-07

1.2G～1.4G 5.6E-08

1.4G～1.6G 1.9E-08

1.6G～1.8G 7.3E-09

1.8G～2.0G 2.9E-09

図 平均地震ハザード曲線（水平方向）

平均地震ハザード曲線（加速度区分別の地震発生頻度）

 ロジックツリーに基づき，平均地震ハザード曲線を作成した。

確率論的地震ハザード評価（２／３）

表 地震発生頻度



26確率論的地震ハザード評価（３／３）

図 フラジリティ評価用地震動

(a) 時刻歴波形

時間 (s)

加
速
度

(cm/s2)

1000

0 10 20 30 40 50 60 70-1000

-500

0

500

1000

フラジリティ評価用地震動

 フラジリティ評価用地震動は年超過確率10-4～10-6の一様ハザードスペクトルを考慮して設定
した形状に適合する模擬波とした。

 模擬波の経時特性は基準地震動の策定と同様にNoda et al.(2002)に基づき，地震規模Ｍ7.6，
等価震源距離Xeq=67kmとして設定した。

(b) 応答スペクトル
[1000cm/s2に基準化]

100
00

変
位

周期

速
度

加
速
度

100
0100

10

1

0.1

0.01

0.001

(h=0.05)

(cm/s)

(cm
/s )

(cm)

(s)

2

10
000

0
200

0
50

0

20
0

10
0

50

10

0.1

1

0.01 0.1 1 100.02 0.05 0.2 0.5 2 5
0.1

1

10

100

1000

500

50

5

0.5

200

20

2

0.2

 フラジリティ評価用地震動
 適合模擬波
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Am：損傷加速度の中央値
βｒ：偶全的不確実さ
βu：認識論的不確実さ
βc：不確実さの合成値
（βc2＝βｒ2＋βu2）

＊ HCLPF：高信頼度低損傷確率
低い損傷確率であることが高い信頼度で推定できる加速度を表す。
95％信頼度フラジリティ曲線の5％損傷確率の加速度として定義する。

フラジリティ評価

フラジリティ曲線の概念図

 フラジリティ曲線は，地震動強さと建物・土木構造物・機器などの損傷確率の関係を対数正規累
積分布関数で示したものである。

95％信頼度フラジリティ曲線
（Am，βｒ，-1.65βu）

損
傷
確
率

50％信頼度フラジリティ曲線
（Am，βｒ，βu） コンポジット・フラジリティ曲線

（Am，βc）

5％信頼度フラジリティ曲線

（Am，βｒ， +1.65βu ）

地震動の最大加速度（Ｇ）

0.5

1.0

0.05

HCLPF*値 損傷加速度中央値
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図 地震ＰＲＡ階層イベントツリー

事故シーケンス評価（１／２）

起因事象

 選定した起因事象を基に，地震により発生する起因事象の影響を考慮して階層イベントツリーを作成した。

• 階層イベントツリー作成に際しては，選定された起因事象を発生時の影響が大きい順に並べ，これらをヘ
ディングとすることにより，先行のヘディングの下では，後続のヘディングはすべて発生しているものと仮
定した。

• 外部電源系は他の耐震設計された設備と比較すると耐震性が小さいため、外部電源系が健全な場合，
他の系統により炉心損傷に至る確率は非常に小さいとし，最初のヘディングとして設定した。

地震
外部電源
喪失

建物・構築物
の損傷

格納容器
バイパス

冷却材喪失
（E-LOCA）

計装・制御系
喪失

直流電源
喪失

交流電源・
補機冷却系
喪失

事故シーケンス
事故シーケンス
グループ

炉心損傷なし 炉心損傷なし

外部電源喪失 外部電源喪失へ

外部電源喪失＋交流電源・補機冷却系喪失 全交流動力電源喪失へ

外部電源喪失＋直流電源喪失 全交流動力電源喪失

高圧・低圧注水機能喪失

外部電源喪失＋計装・制御系喪失
高圧注水・減圧機能喪失

全交流動力電源喪失

崩壊熱除去機能喪失

外部電源喪失＋冷却材喪失（Ｅ－ＬＯＣＡ）
原子炉冷却材喪失時
注水機能喪失

外部電源喪失＋格納容器バイパス 格納容器バイパス

高圧・低圧注水機能喪失

外部電源喪失＋建物・構築物の損傷
高圧注水・減圧機能喪失

全交流動力電源喪失

崩壊熱除去機能喪失



29事故シーケンス評価（２／２）

起因事象別の炉心損傷頻度結果

 地震ＰＲＡの結果，全炉心損傷頻度は1.0E-06／炉年となった。
 起因事象別では，「交流電源・補機冷却系喪失」が39％と最も大きく，次いで「外部電源喪失」
が22％となった。

表 起因事象別の炉心損傷頻度

図 起因事象別の寄与割合

外部電源喪失
22％

交流電源・補機冷却系喪失
39％

建物・構築物
の損傷
11％

Ｅ－ＬＯＣＡ ４％

原子炉停止
機能喪失
16％

直流電源喪失
0.1％

計装・制御系喪失 ８％

格納容器バイパス < 0.1％炉
心
損
傷
直
結
事
象

起因事象
ＣＤＦ
（／炉年）

寄与割合
（％）

交流電源・補機冷却系喪失 4.0E-07 39

外部電源喪失 2.3E-07 22

原子炉停止機能喪失 1.6E-07 16

直流電源喪失 1.1E-09 0.1

建物・構築物の損傷 1.1E-07 11

計装・制御系喪失 8.5E-08 ８

Ｅ－ＬＯＣＡ 3.7E-08 ４

格納容器バイパス 6.3E-11 < 0.1

合 計 1.0E-06 100
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２－２．津波ＰＲＡ
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プラント情報の収集・分析と事故シナリオの概括的分析

事故シーケンス評価

必要な安全機能等の組み合わせをイベントツ
リーによりモデル化し，確率論的津波ハザード
および建物・機器フラジリティ評価結果を入力
データとして用いた事故シーケンス評価を行う
ことで，炉心損傷に至る頻度を評価

収集・分析したプラント関連情報およびプラントウォークダウンの結果を用いて，重
要な機器の直接的・間接的な損傷などを考慮した広範な事故シナリオの分析および
スクリーニングを行い，評価対象となる建物・機器を選定

津波ＰＲＡの評価フロー

建物・機器フラジリティ評価

津波高さ

損
傷
確
率

津波高さ

年
超
過
確
率

確率論的津波ハザード評価

敷地周辺における対象波源を特
定し，不確かさを考慮して作成し
たロジックツリーに基づき，津波高
さ毎の年超過確率を評価

対象となる機器の設置位置の
情報等をもとに，任意の機器損
傷高さに対する建物・機器の条
件付損傷確率を評価

• プラント関連情報の収集・分析
• プラントウォークダウンの実施

• 事故シナリオの概括的分析・設定
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 「日本原子力学会標準 原子力発電所に対する津波を起因とした確率論的リスク評価に関する実
施基準：2011」を踏まえて，確率論的津波ハザード評価を実施

対象とする津波
海域活断層から想定される地震に伴う津波
日本海東縁部に想定される地震に伴う津波
領域震源（背景的地震）に想定される地震に伴う津波※

フラクタイルハザード曲線の作成

ハザード曲線の合成

各波源のロジックツリー
の作成

各波源のハザード曲線
の作成

２．日本海東縁部に想定される地震に伴う津波１．海域活断層から想定される地震に伴う津波

各断層のロジックツリー
の作成

各断層のハザード曲線
の作成

対象断層の抽出※
※簡易予測式による
スクリーニング

水位に対する年超過確率の評価

※ 垣見他(2003)の領域区分によると，敷地前面海域の地震規模はMj63/4(Mw6.6程度)であり，対象とした
海域活断層における地震規模に包含されることから評価対象外とした。

確率論的津波ハザード評価（１／２）



33確率論的津波ハザード評価（２／２）

図 施設護岸における津波高さと年超過確率の関係

表 津波高さ範囲ごとの津波発生頻度

津波高さ 津波発生頻度（／年）

ＥＬ2.7m以上 ＥＬ8.5m未満 3.5E-04

ＥＬ8.5m以上 ＥＬ15.0m未満 5.0E-06

ＥＬ15.0m以上 4.7E-07

※ハザードは設置変更許可申請時のもの。

１号炉２号炉

３号炉

施設護岸

凡例

図 施設護岸位置図

対象となる津波

 確率論的津波ハザードの対象波源は以下のとおり。
• 海域活断層から想定される地震に伴う津波
• 日本海東縁部に想定される地震に伴う津波

津波高さと年超過確率の関係

 上記の津波について検討した結果，施設護岸における津波高さと年超過確率の関係は，下
図に示すとおり。
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フラジリティ評価について

 機器に対する「被水・没水」及び「流体力」の損傷モードに対しては，津波が機器の損傷津波
高さ※に到達した時点で，当該機器が確率1.0で損傷すると仮定した。

 機器フラジリティ曲線は下図に示すステップ状の曲線とし，対象の機器の損傷津波高さを
「現実的耐力」とし，不確実さは考慮しない。

損傷確率

1.0

0

損傷津波高さ

津波高さ(m)

図 フラジリティ曲線

※損傷津波高さ：津波による敷地内浸水範囲及び浸水高を評価した浸水解析結果を踏まえ，

構築物・機器が損傷に至る損傷浸水高の浸水が生じる津波高さを表す。
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図 津波ＰＲＡ階層イベントツリー

起因事象

 階層イベントツリー

• 津波の場合，複数の起因事象が同時に発生することが考えられるが，これらの影響を合理
的に評価するため，階層イベントツリーを用いて起因事象の階層化を行った。

• 階層イベントツリー作成に際しては，発生時の影響が大きい順に起因事象を並べ，これらを
ヘディングとすることにより，先行のヘディングの下では，後続のヘディングはすべて発生し
ているものと仮定した。

• 直接炉心損傷に至る事象については，緩和設備が広範に喪失するため，最も重大な影響
を及ぼすものとして最初のヘディングに設定した。

津波
直接炉心損傷
に至る事象

補機冷却系
喪失

事故シーケンス
事故シーケンス
グループ

炉心損傷なし 炉心損傷なし

津波＋補機冷却系喪失 補機冷却系喪失へ

津波＋直接炉心損傷に至る事象

高圧・低圧注水機能喪失
高圧注水・減圧機能喪失
全交流動力電源喪失
崩壊熱除去機能喪失

事故シーケンス評価（例）
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事故シナリオの広範な分析において抽出された起因事象に対して，機器のフラジリティ
等を考慮し，津波高さ範囲ごとに分析を行った。

 EL2.7m以上～8.5m未満
• この津波高さにおいては，浸水防止対策により，原子炉補機海水ポンプの没水は発生しない。

 EL8.5m以上～15.0m未満
• この津波高さにおいては，浸水防止対策により，海水ポンプエリア下部からの浸水は発生しない。
• 浸水解析による海水ポンプエリア防水壁の浸水高は，損傷浸水高以下であるため防水壁は損傷せず，
海水ポンプエリア上部からの浸水も発生しない。

• 建物外壁の水密扉の浸水高は，損傷浸水高以下であるため水密扉は損傷せず，建物内への浸水は発
生しない。

 EL15.0m以上
• 炉心損傷頻度は4.7E-07／炉年である。
• この津波高さにおいては，防波壁，防水壁及び水密扉等の浸水防止対策が津波による損傷し，直接炉
心損傷に至る。

• 事故シーケンスグループ別の結果では，直接炉心損傷に至る事象の寄与割合が100％となる。

図 島根２号炉の敷地高さと主要な機器等の設置高さ

EL 2.7m

EL 8.5m

EL 15.0m
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津波高さ別の炉心損傷頻度

 事故シーケンスの定量化を行った結果，全炉心損傷頻度は4.7E-07／炉年となった。
 津波高さ別の炉心損傷頻度への寄与割合では， 「ＥＬ15.0m以上」が100％となった。

図 津波高さ別の寄与割合

表 津波高さ別の炉心損傷頻度

EL15.0m以上
100％

津波高さ
津波発生頻度
（／炉年）

炉心損傷頻度
（／炉年）

寄与割合
（％）

EL15.0m以上 4.7E-07 4.7E-07 100



38事故シーケンス評価（３／３）

EL20m津波による敷地内浸水深分布

津波特有の事故シーケンスの分析

 津波により炉心損傷に至る事故シナリオの分析においては，以下の理由により「EL15.0m以上」で「直接炉心
損傷に至る事象」の発生を想定
• 防波壁高さEL15.0mを超える高さの津波の影響を保守的に考慮
• EL15.0m以上の範囲における確率論的津波ハザードが持つ不確実さを考慮

 「EL15.0m以上～EL20.0m未満」までは，以下の理由から直接炉心損傷に至る事象は発生しない
• EL20.0m津波による敷地内浸水分布の結果から，浸水防止対策により，海水ポンプエリア及びタービン建物への浸水は
発生しない

• 防波壁は，EL20.0m津波に対する耐力を有する

 「EL20.0m以上」の津波による事故シナリオの分析
• 海水ポンプエリアへの浸水

⇒ 補機冷却系喪失
• 変圧器の損傷

⇒ 外部電源喪失
⇒ 全交流電源喪失

• タービン建物への浸水
⇒ 原子炉建物への浸水
⇒ 非常用ディーゼル発電機室他への浸水
⇒ 直接炉心損傷に至る事象

表 津波高さ範囲毎の津波発生頻度

津波高さ 津波発生頻度（／年）

EL15.0m以上 4.7E-07

EL20.0m以上 5.7E-08
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３．事故シーケンスグループ及び重要事故シーケ
ンス等の選定について
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３－１．炉心損傷防止対策の有効性評価の事故
シーケンスグループ及び重要事故シーケンスの
選定について
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＜個別プラントのレベル１ＰＲＡ＞

内部事象

規則解釈１－１（ｂ）のシーケンスグループ
（個別プラント評価により抽出するもの）

外部事象（適用可能なもの）
⇒ 地震，津波

＜事故シーケンス・炉心損傷頻度（ＣＤＦ）算出結果＞

規則解釈１－１（ａ）のシーケンスグループ
（必ず想定することとされているもの）

• 高圧・低圧注水機能喪失
• 高圧注水・減圧機能喪失
• 全交流動力電源喪失
• ＬＯＣＡ時注水機能喪失

規則解釈１－２（ａ）を適用するもの

国内外の先進的な対策を考慮
しても炉心損傷防止対策が困
難なものであるが，格納容器
破損防止対策に期待できる。
また，全ＣＤＦへの寄与が小さ
いことを確認。

審査ガイド２．２．３に基づき，
シーケンスグループごとに重
要事故シーケンスを選定し，
有効性評価を実施

＜重要事故シーケンスの選定＞

• 崩壊熱除去機能喪失
• 原子炉停止機能喪失
• 格納容器バイパス
（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）

• 外部事象による建物・構築物の損傷 等

その他：１－２（ａ） ，（ｂ）での対応が困難なもの

＜有効性評価へ＞

＜炉心損傷防止が困難なもの＞

• 大ＬＯＣＡ＋ＥＣＣＳ注水失敗 等

規則解釈１－２（ｂ）を適用するもの

規則解釈に基づき，「１－１（ａ）の事故シーケンスグループ
とＣＤＦ又は影響度の観点から同程度であるか等から総合
的に判断」＜追加すべき事故シーケンスグループの確認＞

注水機能や電源機能等の安全機能の喪失，又は複数の安全機能喪失を経て炉心損傷に至るもの
であり，内部事象と同様に，必ず想定することとされている事故シーケンスグループに含まれる。

⇒ 新たに追加すべき事故シーケンスグループは抽出されないと判断

事故シーケンスグループの分析について

（格納容器破損防止対策の
有効性評価へ）

事故シーケンスグループ及び重要事故シーケンスグループ選定プロセス

内部事象 地震 津波 合計

過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗 9.6E-10

過渡事象＋圧力バウンダリ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗＋高圧炉心冷却（ＨＰＣＳ）失敗＋低圧炉心冷却失敗 2.9E-11

手動停止＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗 1.2E-13 1.2E-13 <0.1  

手動停止＋圧力バウンダリ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗＋高圧炉心冷却（ＨＰＣＳ）失敗＋低圧炉心冷却失敗 1.2E-13 1.2E-13 <0.1  

サポート系喪失＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗 1.7E-10 1.7E-10 <0.1  

サポート系喪失＋圧力バウンダリ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗＋高圧炉心冷却（ＨＰＣＳ）失敗＋低圧炉心冷却失敗 3.5E-12 3.5E-12 <0.1  

過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗 1.6E-09 3.4E-08 3.6E-08 0.5

手動停止＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗 2.1E-13 2.1E-13 <0.1  

サポート系喪失＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗 4.8E-10 4.8E-10 <0.1  

外部電源喪失＋交流電源（ＤＧ－Ａ，Ｂ）失敗＋高圧炉心冷却（ＨＰＣＳ）失敗 2.6E-09 3.0E-07

外部電源喪失＋交流電源（ＤＧ－Ａ，Ｂ）失敗＋圧力バウンダリ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗＋高圧炉心冷却（ＨＰＣＳ）失敗 8.0E-12 1.4E-09

外部電源喪失＋交流電源（ＤＧ－Ａ，Ｂ）失敗＋高圧炉心冷却失敗 1.1E-11 6.0E-08

外部電源喪失＋直流電源（区分１，２）失敗＋高圧炉心冷却（ＨＰＣＳ）失敗 3.7E-12 1.1E-09

冷却材喪失（中小ＬＯＣＡ）＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗 3.1E-13

冷却材喪失（中小ＬＯＣＡ）＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗 1.7E-14

冷却材喪失（大ＬＯＣＡ）＋高圧炉心冷却（ＨＰＣＳ）失敗＋低圧炉心冷却失敗 3.0E-14

外部電源喪失＋冷却材喪失（Ｅ－ＬＯＣＡ） － 1.4E-07 － 1.4E-07 1.9 冷却材の喪失 1.4E-07 1.9 Excessive-ＬＯＣＡ ※１
過渡事象＋崩壊熱除去失敗 4.4E-06

過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋崩壊熱除去失敗 1.3E-11

過渡事象＋圧力バウンダリ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗＋崩壊熱除去失敗 3.2E-08

過渡事象＋圧力バウンダリ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗＋高圧炉心冷却失敗＋崩壊熱除去失敗 3.1E-11

手動停止＋崩壊熱除去失敗 1.1E-08 1.1E-08 0.1

手動停止＋高圧炉心冷却失敗＋崩壊熱除去失敗 8.0E-15 8.0E-15 <0.1  

手動停止＋圧力バウンダリ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗＋崩壊熱除去失敗 2.9E-11 2.9E-11 <0.1  

手動停止＋圧力バウンダリ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗＋高圧炉心冷却失敗＋崩壊熱除去失敗 1.4E-14 1.4E-14 <0.1  

サポート系喪失＋崩壊熱除去失敗 1.0E-06 1.0E-06 14

サポート系喪失＋高圧炉心冷却失敗＋崩壊熱除去失敗 1.1E-10 1.1E-10 <0.1  

サポート系喪失＋圧力バウンダリ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗＋崩壊熱除去失敗 3.5E-09 3.5E-09 <0.1  

サポート系喪失＋圧力バウンダリ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗＋高圧炉心冷却失敗＋崩壊熱除去失敗 2.8E-12 2.8E-12 <0.1  

冷却材喪失（中小ＬＯＣＡ）＋崩壊熱除去失敗 8.9E-09 8.9E-09 0.1

冷却材喪失（大ＬＯＣＡ）＋崩壊熱除去失敗 3.6E-10 3.6E-10 <0.1  

冷却材喪失（中小ＬＯＣＡ）＋高圧炉心冷却失敗＋崩壊熱除去失敗 3.3E-12 3.3E-12 <0.1  

冷却材喪失（大ＬＯＣＡ）＋高圧炉心冷却（ＨＰＣＳ）失敗＋崩壊熱除去失敗 3.2E-13 3.2E-13 <0.1  

外部電源喪失＋交流電源（ＤＧ－Ａ，Ｂ）失敗 4.4E-07 4.4E-07 5.9

外部電源喪失＋交流電源（ＤＧ－Ａ，Ｂ）失敗＋圧力バウンダリ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗 1.3E-09 1.3E-09 <0.1  

外部電源喪失＋直流電源（区分１，２）喪失 6.3E-10 6.3E-10 <0.1  

過渡事象＋原子炉停止失敗 6.4E-10 1.6E-07 1.6E-07 2.2

冷却材喪失（中小ＬＯＣＡ）＋原子炉停止失敗 1.4E-12 1.4E-12 <0.1  

冷却材喪失（大ＬＯＣＡ）＋原子炉停止失敗 5.8E-14 5.8E-14 <0.1  

格納容器バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ） 3.0E-11 - － 3.0E-11 <0.1  

高圧設計部と低圧設計部の隔離

弁の誤開等により低圧設計部が

過圧破断し，破断箇所からの冷却
材漏えい防止に失敗

3.0E-11 <0.1  

格納容器バイパス

（インターフェイスシステム

ＬＯＣＡ）

外部電源喪失＋建物・構築物の損傷（原子炉圧力容器） － 7.2E-08 － 7.2E-08 1.0 7.2E-08 1.0 ※１
外部電源喪失＋建物・構築物の損傷（原子炉格納容器） － 2.5E-08 － 2.5E-08 0.3 2.5E-08 0.3 ※１
外部電源喪失＋建物・構築物の損傷（原子炉建物） － 9.4E-09 － 9.4E-09 0.1 9.4E-09 0.1 ※１
外部電源喪失＋建物・構築物の損傷（制御室建物） － 1.4E-09 － 1.4E-09 <0.1  1.4E-09 <0.1  ※１
外部電源喪失＋建物・構築物の損傷（廃棄物処理建物） － 1.5E-10 － 1.5E-10 <0.1  1.5E-10 <0.1  ※１
外部電源喪失＋計装・制御系喪失 － 8.5E-08 － 8.5E-08 1.1 8.5E-08 1.1 ※１
外部電源喪失＋格納容器バイパス － 6.3E-11 － 6.3E-11 <0.1  6.3E-11 <0.1  ※１
津波＋直接炉心損傷に至る事象 － － 4.7E-07 4.7E-07 6.3 4.7E-07 6.3 ※１

6.0E-06 1.0E-06 4.7E-07 7.4E-06 100 － 7.4E-06 100 － －

事故シーケンス
シーケンス別ＣＤＦ　（／炉年） 寄与割合

（%）
炉心損傷に至る主要因

グループ別ＣＤＦ

（／炉年）

全ＣＤＦへの

寄与割合(%）
事故シーケンスグループ 規則解釈

3.6E-08

－

3.7E-08 0.5

原子炉減圧成功時に

おける炉心の冷却に失敗
3.7E-08 0.5 高圧・低圧注水機能喪失

2.2 原子炉停止機能喪失

外部事象による

大規模な損傷

6.0E-06

1-2(a)

－

－
原子炉減圧失敗時

における炉心の冷却に失敗
3.6E-08 0.5 高圧注水・減圧機能喪失

－

－ 3.7E-07 4.9
サポート機能

（電源機能）の喪失
3.7E-07 4.9 全交流動力電源喪失

－ － 3.5E-13 <0.1  冷却材の喪失 3.5E-13 <0.1  ＬＯＣＡ時注水機能喪失

81 崩壊熱除去機能喪失

9.4E-08

－

4.6E-06 61

1-2(b)

－

－ 反応度制御に失敗 1.6E-07

格納容器の除熱に失敗

ハッチング：地震，津波特有の事象で，解釈に基づき想定する事故シーケンスグループと直接的に対応しないもの。

※１：全炉心損傷への寄与及び影響度の観点から他の事故シーケンスと比較し，新たな事故シーケンスグループとしての追加は不要と判断。

－

外部事象による

大規模な損傷

合計
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表 事故シーケンスグループ別の重要事故シーケンスの選定（まとめ）

炉心損傷防止対策の評価事故シーケンスの選定結果を下表に示す。

事故シーケンスグループ 選定した評価対象事故シーケンス 重要事故シーケンス選定の考え方 重大事故等対策

高圧・低圧注水機能喪失
過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋低圧
炉心冷却失敗

代表性及び事象進展の厳しさの観点から，事象進展が早い過渡
事象を起因とする事故シーケンスを選定。

・低圧原子炉代替注水系（常設）

高圧注水・減圧機能喪失
過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋原子
炉減圧失敗

代表性及び事象進展の厳しさの観点から，事象進展が早い過渡
事象を起因とする事故シーケンスを選定。

・代替自動減圧機能

全交流動力電源喪失
外部電源喪失＋交流電源（ＤＧ－Ａ，Ｂ）
失敗＋高圧炉心冷却（ＨＰＣＳ）失敗

代表性の観点から，全交流動力電源が長期間喪失する事故シー
ケンスを選定。

・低圧原子炉代替注水系（常設）
・低圧原子炉代替注水系（可搬型）
・格納容器フィルタベント系
・ガスタービン発電機車

ＬＯＣＡ時注水機能喪失
冷却材喪失（中小ＬＯＣＡ）＋高圧炉心冷
却失敗＋低圧炉心冷却失敗

代表性の観点から，中小ＬＯＣＡに高圧注水系失敗及び低圧注水
系失敗を重畳させる事故シーケンスを選定。（大ＬＯＣＡについては，
炉心損傷防止対策を有効に実施することはできないため，格納容
器破損防止対策を講じて，その有効性を確認する。）

・逃がし安全弁の手動操作
・低圧原子炉代替注水系（常設）

崩壊熱除去機能喪失

過渡事象＋崩壊熱除去失敗

・「残留熱除去系が故障した場合」として，ＬＯＣＡを起因とする事故
シーケンスについては，ＬＯＣＡを起因とする事故シーケンスグ
ループにおいて評価するため，これらを除いた上で，代表制の観
点から，事故シーケンスを選定。

・原子炉補機代替冷却系
・格納容器フィルタベント系
・ガスタービン発電機車

外部電源喪失＋交流電源（ＤＧ－Ａ，Ｂ）
失敗

「取水機能が喪失した場合」として，事象進展の厳しさの観点から，
事故シーケンスを選定。

原子炉停止機能喪失 過渡事象＋原子炉停止失敗
代表性の観点から，過渡事象を起因とする事故シーケンスを選定。
事象の厳しさの観点から，原子炉圧力の上昇が厳しい事象である
主蒸気隔離弁の誤閉止を起因事象として選定。

・代替制御棒挿入機能
・代替原子炉再循環ポンプトリップ
機能
・ほう酸水注入系

格納容器バイパス（インターフェ
イスシステムＬＯＣＡ）

格納容器バイパス
（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）

代表性及び事象の厳しさの観点から，運転中に弁の開閉試験を
実施する系統のうち最も配管系の大きい低圧注水系の注水配管
の破断を起因事象として選定。

・破断箇所の隔離
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３－２．格納容器破損防止対策の有効性評価の
格納容器破損モード及び評価事故シーケンス
の選定について
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＜個別プラントのレベル1.5ＰＲＡ＞

内部事象

規則解釈２－１（ｂ）の格納容器破損モード
（個別プラント評価により抽出するもの）

外部事象（適用可能なもの）
⇒現段階で適用可能なものはないと判断

＜破損モード毎の格納容器破損頻度（ＣＦＦ）算出結果＞

規則解釈２－１（ａ）の格納容器破損モード
（必ず想定することとされているもの）

• 雰囲気圧力・温度による静的負荷
（格納容器過圧・過温破損）

• 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気
直接加熱

• 原子炉圧力容器外の溶融燃料－
冷却材相互作用

• 水素燃焼※
• 溶融炉心・コンクリート相互作用

• 格納容器直接接触※
（シェルアタック）

格納容器破損モード発生の観点
から厳しい評価事故シーケンス
を選定し，有効性評価を実施

＜評価事故シーケンスの選定＞

• 格納容器バイパス
（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）

• 早期過圧破損（未臨界失敗時の過圧）
• 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納
容器過圧・過温破損）のうち，格納容器
先行破損シーケンス（TW）

格納容器破損防止対策の
有効性評価へ

規則解釈１－２（ｂ）を適用するもの

規則解釈１－２（ｂ）に基づき，炉
心の著しい損傷を防止する対策
に有効性があることを確認

本原子炉施設で発生しないため，
考慮する必要がない格納容器破
損モードとして有効性評価の対
象から除外※定性的な分析によりレベル1.5ＰＲＡでは

評価対象外としている。

格納容器破損モード

主に寄与
するプラ
ント損傷
状態

ＣＦＦ
（／炉年）

全ＣＦＦ
への寄
与割合
（％）

雰囲気圧力・
温度による静
的負荷（格納
容器過圧・過
温破損）

過圧破損 ＴＷ 5.9E-06 約100

過温破損 長期ＴＢ 2.7E-09 <0.1

格納容器雰囲気
直接加熱

長期ＴＢ 5.7E-17 <0.1

水蒸気爆発
ＴＱＵＸ
ＴＱＵＶ

8.6E-14 <0.1

溶融炉心・コンクリート
相互作用

ＴＱＵＸ
ＴＱＵＶ

9.2E-10 <0.1

早期過圧破損（未臨界確保
失敗時の過圧）

ＴＣ 6.4E-10 <0.1

格納容器
バイパス

格納容器
隔離失敗

長期ＴＢ
ＴＱＵＸ

2.9E-11 <0.1

ＩＳＬＯＣＡ ＩＳＬＯＣＡ 3.0E-11 <0.1

合計 5.9E-06 100

事故シーケンスグループ及び評価事故シーケンス選定プロセス

• 原子炉圧力容器内の溶融燃料－冷却材
相互作用

• 格納容器バイパス（格納容器隔離失敗）

事象の特徴，頻度等を考慮し，
評価事故シーケンスへの追加は
不要と判断

＜炉心損傷防止対策を図る
シーケンスの確認＞

（炉心損傷防止対策の
有効性評価へ）
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炉心損傷防止が困難な事故シーケンスにおける格納容器破損防止対策の有効性

国内外の先進的な対策を考慮しても炉心損傷防止対策を講じることが困難なシーケンスとして
整理した事故シーケンスは，３．１．２で示した以下の３つである。

• 冷却材喪失（大ＬＯＣＡ）＋高圧炉心冷却（ＨＰＣＳ）失敗＋低圧炉心冷却失敗

• 冷却材喪失（中小ＬＯＣＡ）＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗※

• 冷却材喪失（中小ＬＯＣＡ）＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗※

※ 小ＬＯＣＡについては炉心損傷回避が可能であるが，中小ＬＯＣＡに分類している。

これらの事故シーケンスについては，規則解釈１－２（a）に該当する格納容器破損防止対策に
期待できる事象として，今回整備した格納容器破損防止対策により格納容器の閉じ込め機能
に期待できることを確認する。

評価事故シーケンスの選定について
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３－３．運転停止中原子炉における燃料破損防止
対策の有効性評価の運転停止中事故シーケン
スグループ及び重要事故シーケンスの選定に
ついて
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＜個別プラントの停止時ＰＲＡ（適用可能なもの）＞

内部事象

規則解釈４－１（ｂ）のモード
（個別プラント評価により抽出するもの）

＜運転停止中事故シーケンスグループ毎の燃料
損傷頻度算出結果＞

規則解釈４－１（ａ）の運転停止中
事故シーケンスグループ

（必ず想定することとされているもの）

• 崩壊熱除去機能喪失
（ＲＨＲの故障による停止時冷却機能喪失）

• 全交流動力電源喪失
• 原子炉冷却材の流出
• 反応度の誤投入※

審査ガイド３．３に基づき，シ
ーケンスグループごとに重要
事故シーケンスを選定し，有
効性評価を実施

＜重要事故シーケンスの選定＞

＜有効性評価へ＞

※ ＰＲＡでは評価対象外としている。

運転停止中
事故シーケンスグループ

燃料損傷頻度
（／定期検査）

寄与割合
（％）

崩壊熱除去機能の喪失 7.0E-11 <0.1

全交流動力電源喪失 6.0E-06 100

原子炉冷却材の流出 2.1E-10 <0.1

合計 6.0E-06 100

運転停止中事故シーケンスグループの分析について

燃料損傷防止対策の有効性評価における重要事故シーケンス選定プロセス
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評価対象事故シーケンスの選定結果を下表に示す。

表 重要事故シーケンスの選定

事故シーケンス
グループ

評価対象事故シーケンス 重要事故シーケンス選定の考え方 重大事故等対策

崩壊熱除去機能
喪失

崩壊熱除去機能喪失
＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗

余裕時間や設備容量については、緩和設備の実施に必要な時
間及び緩和設備の容量に比べていずれの事故シーケンスでも
十分に低い。
代表性の観点から，運転中の残留熱除去系の故障により，崩
壊熱除去機能が喪失する事故シーケンスを選定。
なお，原子炉補機冷却系（海水ポンプを含む）が故障した場合
については，事象進展が全交流動力電源喪失と同様であるた
め，同評価において有効性を確認する。

・待機中の残留熱除去による原
子炉への注水及び崩壊熱除去

全交流動力電源
喪失

外部電源喪失
＋交流電源喪失

余裕時間や設備容量については、緩和設備の実施に必要な時
間及び緩和設備の容量に比べていずれの事故シーケンスでも
十分に低い。
代表性の観点から，全交流動力電源が喪失し，残留熱除去系
等による崩壊熱除去機能が喪失する事故シーケンスを選定。

・ガスタービン発電機車による電
源供給
・低圧原子炉代替注水系（常設）
による原子炉への注水
・原子炉補機代替冷却系による
除熱

原子炉冷却材の
流出

残留熱除去系切替時の冷却
材流出
＋流出隔離・炉心冷却失敗

事象進展の厳しさの観点から，残留熱除去系の系統切替え時
に原子炉冷却材が流出する事故シーケンスを選定。

・待機中の残留熱除去系による
原子炉への注水
・冷却材流出口の隔離操作

反応度の誤投入 反応度の誤投入

代表性の観点から，最大反応度価値を有する制御棒１本が全
引き抜きされている状態から，他の１本の制御棒が操作量の制
限を超えて誤って連続的に引き抜かれる事故シーケンスを選
定。

・中性子束高スクラム信号による
スクラム
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３－４．結 論
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 「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈」（平成25年９月19日
）に基づき，個別プラントの内部事象に関するＰＲＡ及び外部事象に関するＰＲＡ等により評価を実施した。

評価の結果，原子力規制委員会が指定する事故シーケンスグループ，格納容器破損モード，運転停止中事故シ
ーケンスグループ（以下「事故シーケンスグループ等」という。）に含まれない有意な頻度又は影響をもたらす事
故シーケンスグループ等は抽出されなかった。

 「実用発電用原子炉に係る炉心損傷防止対策及び格納容器破損防止対策の有効性評価に関する審査ガイド」
及び「実用発電用原子炉に係る運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価に関する審査ガイ
ド」に基づき，下表のとおり事故シーケンスグループ等毎に有効性評価の対象とする事故シーケンスを選定した。

事故シーケンスグループ 評価対象事故シーケンス

高圧・低圧注水機能喪失 過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗

高圧注水・減圧機能喪失 過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗

全交流動力電源喪失 外部電源喪失＋交流電源（ＤＧ－Ａ，Ｂ）失敗＋高圧炉心冷却（ＨＰＣＳ）失敗

ＬＯＣＡ時注水機能喪失 冷却材喪失（中小ＬＯＣＡ）＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗

崩壊熱除去機能喪失
過渡事象＋崩壊熱除去失敗

外部電源喪失＋交流電源（ＤＧ－Ａ，Ｂ）失敗

原子炉停止機能喪失 過渡事象＋原子炉停止失敗

格納容器バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ） 格納容器バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）

事故シーケンスグループ 評価対象事故シーケンス

崩壊熱除去機能喪失 崩壊熱除去機能喪失＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗

全交流動力電源喪失 外部電源喪失＋交流電源喪失

原子炉冷却材の流出
残留熱除去系切替時の冷却材流出＋流出隔離・炉心
冷却失敗

反応度の誤投入 反応度の誤投入

格納容器破損モード 選定したＰＤＳ 評価対象事故シーケンス

雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損） ＬＯＣＡ 大ＬＯＣＡ＋ＥＣＣＳ失敗＋全交流動力電源喪失

高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱（ＤＣＨ） ＴＱＵＸ
過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗
＋炉心損傷後の原子炉注水失敗

原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用（ＦＣＩ） ＴＱＵＶ
過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗
＋炉心損傷後の原子炉注水失敗

水素燃焼 ＬＯＣＡ 大ＬＯＣＡ＋ＥＣＣＳ失敗＋全交流動力電源喪失

溶融炉心・コンクリート相互作用（ＭＣＣＩ） ＴＱＵＶ
過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗
＋炉心損傷後の原子炉注水失敗

表 格納容器破損防止対策の評価事故シーケンス
表 運転停止中原子炉における燃料破損防止対策の

評価事故シーケンス

表 炉心損傷防止対策の評価事故シーケンス
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４．有効性評価について



52高圧・低圧注水機能喪失

事故シーケンスグループの特徴
運転時の異常な過渡変化又は設計基準事故（ＬＯＣＡを除く。）の発生後，高圧注水
機能が喪失し，原子炉の減圧には成功するが，低圧注水機能が喪失する事象。この
ため，炉心が露出し，緩和措置が取られない場合には，炉心がヒートアップし，炉心
の著しい損傷に至る。

 炉心損傷防止対策の基本的考え方
逃がし安全弁の手動操作により原子炉を減圧し，減圧後に低圧原子炉代替注水系（
常設）により炉心を冷却することによって炉心の著しい損傷の防止を図る。

 評価結果 有効 （燃料破損なし，原子炉圧力容器健全）
• 燃料被覆管温度 約441℃（基準：1,200℃以下）
• 燃料被覆管酸化量 １％以下（基準： 15％以下）
• 原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力 7.59MPa[gage] （基準：最高使用圧
力の1.2倍（10.34MPa[gage]）

• 要員 26名（当社要員：33名確保）
• 水源 ７日間注水量約3,400m3（本シーケンスで使用する貯水量：約6,700m3）
• 燃料 ７日間燃料消費量約680m3 （貯蔵量：約970m3）
• 電源 約230kW（ガスタービン発電機車１台（3,200kW）で供給可能）



53高圧注水・減圧機能喪失

事故シーケンスグループの特徴
運転時の異常な過渡変化又は設計基準事故（ＬＯＣＡを除く。）の発生後，高圧注水
機能及び原子炉減圧機能が喪失する。このため，炉心が露出し，緩和措置が取られ
ない場合には，炉心がヒートアップし，炉心の著しい損傷に至る。

 炉心損傷防止対策の基本的考え方
代替自動減圧機能により原子炉を減圧し，減圧後に低圧注水系により炉心を冷却す
ることによって炉心の著しい損傷の防止を図る。

 評価結果 有効 （燃料破損なし，原子炉圧力容器健全）
• 燃料被覆管温度 約705℃（基準：1,200℃以下）
• 燃料被覆管酸化量 １％以下（基準： 15％以下）
• 原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力 7.59MPa[gage] （基準：最高使用圧
力の1.2倍（10.34MPa[gage]）

• 要員 ８名（当社要員：33名確保）
• 水源 必要なし
• 燃料 ７日間燃料消費量約440m3 （貯蔵量：約970m3）
• 電源 非常用ディーゼル発電機で供給可能
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事故シーケンスグループの特徴
全交流動力電源喪失の発生後，安全機能を有する系統及び機器が機能喪失する
ことにより原子炉への注水機能が喪失する。このため，炉心が露出し，緩和措置が
取られない場合には，炉心がヒートアップし，炉心の著しい損傷に至る。

 炉心損傷防止対策の基本的考え方
「外部電源喪失時に非常用所内交流電源が喪失する事故」では，原子炉隔離時冷
却系による原子炉注水によって原子炉水位を適切に維持しつつ，その後，原子炉を
減圧し，減圧後に低圧原子炉代替注水系（常設）または低圧原子炉代替注水系（可
搬型）により原子炉へ注水し，炉心を冷却することによって炉心の著しい損傷の防止
を図る。

 評価結果 有効 （燃料破損なし，原子炉圧力容器健全）
• 燃料被覆管温度 -（炉心の冠水は維持される）
• 燃料被覆管酸化量 -（炉心の冠水は維持される）
• 原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力 7.59MPa[gage] （基準：最高使用圧
力の1.2倍（10.34MPa[gage]）以下）

• ベント時の被ばく評価 約0.14mSv （基準： ５mSv以下）
• 要員 33名（当社要員：33名確保）
• 水源 ７日間注水量約2,900m3（本シーケンスで使用する貯水量：約6,000m3）
• 燃料 ７日間燃料消費量約460m3 （貯蔵量：約970m3）
• 電源 約3,100kW（ガスタービン発電機車１台（6,400kW）で供給可能）


